勝央町二酸化炭素排出抑制対策事業

委託業務
仕　様　書
勝央町
第１章　一般仕様
第1節．業務の目的
　「日本約束草案（平成27年7月地球温暖化対策推進本部決定）」に掲げられた我が国の2030年度の温室効果ガス排出削減目標のうち、地方公共団体の公共施設を含む「業務その他部門」については、2013年度比で約40％減が目標となっている。

そこで、本町は、先に述べた国の政策に準じる目標を達成するために、来年度以降の町有施設である庁舎等の設備機器の高効率な省エネ化を図っていくこととする。そのために本年度、環境省「カーボン・マネジメント強化事業」の採択を受け、町有施設（対象施設）に対して、省エネルギー診断を実施し、省エネ効果・二酸化炭素削減効果・費用対効果を検証し、ロードマップを作成することとした。財政負担に配慮し、平成30年度以降、環境省の「地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業（2号事業）」へ申請を検討している。

第2節．業務の概要

(1) 業務の名称

　勝央町二酸化炭素排出抑制対策事業委託業務

(2) 業務の期間

　契約締結日から平成30年2月9日（金）までとする。
(3) 対象施設
　本庁舎、勝央中学校、総合保健福祉センター、勝間田小学校、勝央北小学校、植月保育園、古吉野保育園、吉野保育園、公民館、図書館、美術館、文化ホール（全12施設）
第3節．適用範囲

　本仕様書は、本委託業務に適用するものとし、本仕様書に明記なきことは、本町と受託者が協議のうえ決定するものとする。

第4節．受託者の義務
　受託者は、業務の意図及び目的を十分に理解して最高の技術を発揮するよう努めると共に、本仕様書、記載事項及び業務遂行上疑義が生じた場合は、速やかに本町と協議の上、本町の意図を十分に理解し、業務を遂行するものとする。

第5節．機密の保持
　受託者は、本業務に関して知り得た事項について、第三者に漏らしてはならない。

第6節．協議・打合せ
　本業務を適正かつ円滑に実施するため、受託者は発注者と必要に応じて協議・打合せを行う。

第7節．関係機関との協議
　受託者は、関係機関との協議を必要とするとき、又は、協議を求められた場合は、誠意を持ってこれに当たり、その都度内容を本町に報告しなければならない。

第8節．関係法令の遵守

　　　受託者は、業務の実施に当たり、関係する法令規則、通知等を守らなければならない。
第9節．資料の貸与

　　　本業務の遂行上必要な資料の収集等は、原則として受託者が行うものであるが、本町が所有し、業務に利用でき得る資料は、これを貸与する。この場合、貸与を受けた資料については、そのリストを作成のうえ本町に提出し、業務完了時に返却すること。

第10節．主任技術者等

　受託者は、主任技術者をもって業務全般にわたる技術的管理を行わせるものとする。主任技術者は、「エネルギー管理士」の資格を有し、専門的知見を有する者でなければならない。また、過去10年以内（平成19～28年度）に国の機関又は地方公共団体が発注する「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく実行計画の策定（改定業務含む）を元請として業務完了した実績を有する事業者でなければならない。
第11節．提出書類

　受託者は、業務の契約、着手及び完了に当たって、次の契約書類を提出する。ただし、様式については、本町指定の様式で作成するものとする。
 （1）業務の契約時
　　　①主任技術者等選任届
　　　②契約行程表
      ③契約保証金
(2) 業務の着手時

①着手届

②業務実施工程

③その他町が指定する書類

(3) 業務の完了時

①完了届

②その他町が指定する書類

第12節．検査及び引渡し

　受託者は、業務完了時速やかに成果品を業務完了届とともに提出し、完了検査を受けなければならない。

第13節．手直し

　　業務完了後、受託者の責に帰すべき事由による成果品の不良箇所が発見された場合は、速やかに訂正、措置を行うものとし、これに要した費用は受託者の負担とする。

第14節．成果品

　受託者は、次の成果品を提出する。

①省エネルギー診断結果報告書　　　　　　　　正本1部副本2部

②同上のデータ（電子媒体）　　　　　　　　　正本1部副本2部
③協議、打合せ等議事録    　　　　　　　　　正本1部副本2部
④その他、本町が指示するもの　　　　　　　　指示部数
第２章　特記仕様
第1節．省エネルギー診断の実施
１．対象施設の概要整理
現在、省エネ診断対象施設として、全13施設を検討している。受託者は、以下の内容を調査・整理する。

1） 建物概要整理

立地状況、敷地面積、建物種類・用途、延床面積、階数、設備概要、竣工年及び整理
2） 使用エネルギー概要整理

使用エネルギーの種類・用途
２．対象施設のエネルギー消費量調査
上記調査の結果、過去3か年分のエネルギー消費量及び二酸化炭素排出量を算定し分析する。
1） エネルギー消費量の実態調査（年間変動、月変動、用途別）

2） エネルギー消費原単位の実態調査（年間変動、月変動、用途別）
3） 二酸化炭素排出原単位の実態調査（年間変動、月変動、用途別）
３．対象施設の省エネルギー診断

上記のエネルギー消費量実態調査結果をもとに、ウォークスルー調査を行うとともに、下記項目について整理する。
1） 調査方法

施設内の設備機器等の現状に関する調査票を作成し、管理担　当者にアンケートを行う。また、施設の現地にて、ウォークスルー調査を実施し、設備の稼働状況や運転管理状況などについて施設管理者とのヒアリングを実施する。ヒアリングを実施した後には、調査項目について取りまとめる。

2） 調査項目

　　　　　ア．建物稼動状況

　　　　　　　稼働時間、利用者数、稼働率、入庁率等

　　　　　イ．設備概要

　　　　　　　主な熱電源設備機器の仕様（型式）・用途と台数、空調方式、蛍光灯・電球・白熱灯の仕様（型式）・数量、受変電設備、自家発電設備、昇降機の仕様と台数、設備管理システム方式、その他エネルギー消費の大きい設備、特殊設備、設備機器の設置年数等

　　　　　
ウ．運転管理状況

　　　　　　　熱電源設備の稼動状況、室内設定温度条件、空調期間、空調開始・終了時間等

　　　　　エ．改修工事実績の有無

　　　　　　　竣工時から調査時点までにおける全ての工事実績と工事内　　　　　　　　　　　　容

　　　　　オ．使用エネルギーの概要

　　　　　　　使用エネルギー種類・用途、電気の契約種別と容量、ガス空調契約種別等

　　　　　カ．各種エネルギー消費に関する調査データの確認

　　　　　　　過去3ヵ年のエネルギー消費量（年変動、月変動、用途別）、水道使用量（年変動、月変動）並びに支払い金額、管理日報（管理日報の有無と記載内容）等

　　　　　キ．省エネルギー対策実施の有無

　　　　　　　省エネルギー設備の導入状況、日常の省エネルギー対策、過去3年間における省エネルギー改善・努力内容の有無を整理する。

　　　　　ク．施設側からの具体的な要望

　　　　

４．対象施設の省エネルギー可能性調査

1） 省エネ手法の選定
ウォークスルー調査の結果から、各施設に想定された省エネ　手法を選定する。省エネ手法を検討する際には、原則エネルギーマネジメントシステムを導入する検討を行うこと。

2） 省エネルギー可能性調査

対象施設における省エネルギー診断を行う。

3） 省エネルギー手法採用による効果

対象施設ごとに、省エネ設備の導入前と導入後が分かるようにシステムフロー図を作成する。システムフローは、運用改善の場合と設備更新の場合を示すこと。

また、省エネ手法を採用した場合と現況のエネルギー消費量を比較し、エネルギー削減量、削減率、二酸化炭素削減効果、費用対効果及び費用効率性を試算する。

第2節．省エネロードマップの作成
上記の省エネルギー可能性調査結果をもとに、発注者と協議を行い、年度ごとに事業を実施するスケジュール（ロードマップ）を作成する。
第3節．省エネルギー診断報告書の作成
上記までの内容を整理し、事業全体及び対象施設の省エネ診断結果報告書を作成する。
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